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1.序

マクロ経済学において,フィリップス曲線によって示される賃金上昇率,あ

るいは物価上昇率と失業率の トレー ド･オフは,きわめてよく知 られた関係で

ある1)｡ 単に労働市場を対象とした考察にとどまらず,景気循環理論におけ

るルーカス型供給関数や国際金融論における政策協調の話題などにも,その関

係はあらわれる｡ところで,このようにきわめてなじみ深いフィリップス ･

カーブの関係はしか し,その直観的 ･具体的な理論的根拠を求めようとする

と,ほとんどその要求に応えうる文献が存在 しないことに気づかされる｡一つ

の理由はこの関係が一見極めて ｢自明｣のこととして意識されるからであろ

う2)｡ しか し実際に詳 しく検討を加えてみると,フィリップス ･カーブに

よって示される関係はそれほど自明のことではない｡その議論は暗黙のうちに

きわめて強い事実に依存する仮定を含んでおり,さらにその議論自体も,何段

階ものステップを含むものである｡フィリップス ･カーブは,マクロ経済学の

初等的教科書にも必ず登場するように,よく知 られた議論でありながら,潜在

的な複雑さに比べて,ごく単純な説明しか与えられず,そのことによる混乱は

1)フィリップス･カーブに関する議論のサーベイとしては,黒坂 [1988]Cross
[1995]を挙げておきたい｡

2)たとえば吉川 [1984]に ｢Philipsによって報告されたWとuのあいだにみられ
る負の相関自体はきわめて当然のものである｣(W は名目賃金,uは失業率である)
の記述がある｡
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かなり大きなものであるといえるだろう｡3)そこで本稿では,このフィリップ

ス ･カーブの関係がどのような仕組みと仮定の下で現れるかを,平明な形で解

説し直すことを試みたい｡この種の試みは,実証研究にも一定の貢献を持っと

考えるからである｡

2.議論の概要

フィリップス ･カーブに理論的根拠付を試みる作業は大きく分けて二つの段

階に区分できる｡一つは労働市場である賃金水準が成立していたとき,需要曲

線か供給曲線にシフトが生じる過程についての議論であり,もうひとつはその

一時的な不均衡状態において失業率がどのような変動を起こすかの議論であ

る｡前者にはいくつかの変奏が認められるが,ここではもっとも知られている

フリー ドマンによる貨幣錯覚を媒介とした根拠付について議論する｡後者はい

わゆるベヴァリッジ･カーブに関わる詳しい議論が必要とされる｡ 以下この二

つを順番に論じる｡

3.貨幣錯覚と産出量

フリー ドマンは,その著名なフィリップス ･カーブの理論的根拠付の議論に

おいて貨幣供給量の変化に対する情報の収集能力の差異から労働者側に生ずる

貨幣錯覚が実質価格についての誤認を生じさせ,それらが産出量及び失業率の

3)教科書などで一般的に流通 している説明を典型化 して述べるなら次のようになるで

あろう｡｢政府が貨幣供給を一時的に増加させたとき,企業はインフレーションを

見込んで名目賃金の上昇を織り込んだ労働需要を表明する (すなわち実質賃金を不

変であると期待 した行動をとる)｡対 して家計はこのような名目賃金の上昇を将来

の消費者物価の上昇を予想できないが故に,実質賃金の上昇と錯覚 して労働供給を

上昇させようとするだろう｡すなわち家計の労働供給曲線は企業のそれに対 して右

にシフ トすることになる｡企業にとってこれは実質賃金の低下を意味し雇用は拡大

するが,この相対的に多 くの労働力が雇用される過程で失業率が低下する｡｣少な

くとも私はこの説明では十分に納得できない｡
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変動をもたらすという説明を与えた｡このきわめてポピュラーな解説はFried-

man [1977]にも兄いだすことができるが,見られるように必ずしも直観的

にすっきりと納得いくような説明の仕方にはなっていない｡そこでここでは単

純な設定によって貨幣錯覚と産出量の変動についての説明を試みたい｡

3.1 労働供給と労働需要

消費財市場と労働市場から成るきわめて単純な経済社会を考えよう｡ この経

済では (代表的な)家計と企業の2種類の主体が存在 し,家計は消費財価格と

賃金によって決定される予算制約下で効用を極大化し,企業は収穫逓減の生産

関数の制約下で労働のみを生産要素として用い利潤を極大化する｡

まず家計の労働供給行動について考える｡ここでは労働供給曲線がいわゆる

後方屈曲的な部分を持たないようにするため,および労働供給曲線の高さに直

観的解釈をっけやすくするために,家計は余暇 1と消費財Cについて以下のよ

うな準線形の効用関数を持っと仮定する4)0

U(l,C)-V(l)+C

ただしⅤ′>0,Ⅴ〃<0である｡家計が利用できる時間の上限をT,労働供

給量をL,消費財価格,名目賃金をそれぞれp,Wとすると,家計の消費と時

間に関する制約は,

pC-wL

T-I+L

となる｡この制約下での家計の効用極大化の一階の条件は5),

4)準線形効用関数は,代表的家計の持つ効用関数としてしばしば仮定される相似拡大

的な効用関数ではないが,ゴーマンの集計条件を,一定の所得分配下では満たす関

数形である｡つまり個々の家計が,準線形の効用関数を持つ場合,社会的無差別曲

線群も同様の形状を示すと言う対応関係とミクロレベルの意志決定と集計的意志決

定の間の整合性が存在する｡
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E-vl(T-i)P
となる｡左辺は実質賃金であり,Vlは家計の余暇と消費財の限界代替率に一

致するからこれは周知の結果であることが分かる6)｡ 後の議論での直観的な

了解のしやすさを考え,この式を部分均衡分析の作図に適した形として,

u )-PVL(T-L)

と書き改める｡ 右辺は限界代替率に消費財価格をかけたものである｡これを,

現在の文脈に即して解釈してみよう｡ ある総労働供給量において,追加的に一

単位の労働供給を行うためには,一単位の余暇を減少させなければならない｡

これは余暇の喪失という意味で,不効用の増加となるが,その不効用をちょう

ど相殺する所得の額というものがわかるとするなら,それは余暇の喪失が補償

されなかった場合の限界的な不効用を金銭表示したものであると考えることが

できるだろう｡ ところで上の式で得られた家計の限界代替率に消費財価格をか

けたものは,一単位の余暇と無差別な消費財の数量にその価格をかけたもので

あるから,まさに労働の限界不効用であり,同時に一単位の余暇の喪失に対す

る補償所得である｡これは労働供給の限界費用と解釈できるので,この右辺は,

労働の供給曲線 (逆供給関数)となる｡

企業は,労働のみを投入要素とし,収穫逓減の技術によって消費財を生産す

る｡従って生産関数f (L)を制約条件として,利潤pf (L)-wL を極大化

する一階の条件は部分均衡分析に好都合な形で書けば,

u)-pfL

となる｡これは言うまでもなく,貨幣賃金に労働の限界価値生産物が等しいと

5)ラグランジュ乗数法を用いるまでもなく,制約式を効用関数に直接代入し,いこ関
して最大化の一階の条件を求めることで下の式が得られる｡

6)公式-

とができる
5-% %･

具体的に計算することで,直ちにその一致を確かめるこ
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いう式であり,右辺は労働の限界収入を表し,労働の需要曲線 (逆需要関数)

となる｡

以上の企業と家計の意志決定から,労働市場における労働の供給曲線と需要

曲線を導いた｡供給曲線,需要曲線とも限界費用や,限界生産物に消費財の名

目価格がかかっていることに注目していおいていただきたい｡生産がある程度

の時間を要するなら,生産に先行する賃金契約によって名目賃金は労使双方に

確実な形で知られていても,消費財価格は予測値にならざるを得ない｡そこで

消費財価格についてはそれが予測値の場合は,peと書くことにする｡

3.2 期待と貨幣数量説

しばしば誤解されるところであるが,貨幣錯覚による産出量の変動が認めら

れるマクロ経済 (の解説)において,家計は誤った判断をしていると言われる

が,しかし家計のみが誤った判断をしているのではない｡一般に企業の価格に

関する期待は貨幣数量説に基づくように仮定されるが,家計の労働供給行動に

変化があるのであるから,短期的均衡における期待消費財価格で評価した実質

賃金は低下 しており,企業の実質賃金一定の期待は実現されない7)｡ つまり

誰も正しい期待をしていないのである｡期待形成の方法に主体問で差真がある

場合,各主体が均衡を正確に予測するためには相互の行動に対する予測が必要

とされ,これは一般的に均衡の計算を著しく困難にすることが知られていると

ころである8)｡ 企業の期待は政府の貨幣供給の行動の変化から貨幣数量説的

な価格変動を期待するのみであり,それは家計の行動様式の知識を織り込んだ

ものではない｡その意味で企業の行動は限定合理的であるといえる｡

貨幣数量説の主張は単純にまとめると次のようになるだろう｡ 主体が最適化

行動においてまず考慮するのは実質価格であるから,経済において必ず競争均

7)しばしば企業は情報収集能力が家計より優れているため正確に期待形成を行いうる
と言う議論がなされるが,そうであるなら企業は家計の行動様式に関しても情報を
持っているはずであるから,目的合理性の基準によって正当化不可能な賃金水準で
の雇用を受け入れないはずである｡

8)このような事情については,Sargent[1993]にも言及がある｡
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衛は実現され,その意味で社会に与えられる名目的な貨幣の数量は実質価格に

は何の影響も及ぼさない｡経済が定常的でありかつ貨幣の流通速度が不変であ

る限り,競争均衡としての価格体系を実現すべく,貨幣の総量が各財の名目価

格に配分し尽くされる結果,n倍の貨幣供給の変動に対してはすべての名目価

格が,n倍の変動を見る｡つまりヘリコプター ･マネーの状況が成立するわけ

である｡

3.3 短期的均衡

今政府が貨幣供給を増加させたとしよう｡企業が先のような期待によって自

己の経済行動を決定するなら,政府が貨幣供給をn倍に変化させたとき,消費

財価格の予測に基づく企業の労働需要曲線pef l は,pe-np により,各点が

上にn倍のシフ トを見るはずである9)｡ 一方家計は名目価格に関して今期と

同様の価格を予想するから,労働供給曲線peuEは,不変にとどまる10)0

このような需要供給行動の改訂の結果,労働市場では現在の名目賃金下で超

過需要の状況が成立することになる｡ここから価格調整が始まり,名目賃金は

市場清算的な点に向かって上昇を始めるが,再び (短期的)均衡が達成された

ときの実質賃金は,今期のものより低い水準になる｡今期と同様の実質賃金が

達成されるためには,労働供給曲線が労働需要と同じく各点n借上に移動する

必要があるが,供給曲線は元の位置にとどまっているため,需要供給曲線双方

がn倍のシフトを見たときの均衡点から見たとき,新 しい労働需要曲線に沿っ

て右下に位置することになる｡一方名目賃金は,今期の均衡点から見て労働供

給曲線に沿って右上に移動するため上昇する｡これは家計が貨幣錯覚によって

労働供給行動を変更していることを意味する｡この均衡における均衡労働供給

は言うまでもなく前期より増加 している｡

資源配分の観点からいってこのような均衡は非効率的なものである｡短期的

均衡において企業の受け入れている実質賃金が低下していると言うことは,刺

9)平行移動するのではない｡

10)ここでは企業と家計の期待形成のあり方に極端な対照性を設けている
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潤極大化条件の性質から前期より低い限界生産物に対応する労働投入を行って

いると言うことであるから,本来の競争均衡点から資源配分が帝離していると

言うことである｡これは競争均衡に比べ余暇が過小で消費財が過大であること

を意味している｡

貨幣供給の変化に際して基本的なミクロ経済学的枠組みで言いうるのはこれ

だけである｡ここから失業率の変動について予刺しうるいか なる命題も出てき

ようがない｡しかしこのような枠組みでマクロ経済学は失業率の変動に言及す

るわけであるから,そのとき,この枠組みに何らかの付加的設定をもうけてい

るはずである｡ 以下の章でそれを見てみたい｡

4.労働市場の不均衡と失業率

4.1 失業と経済モデル

失業の概念はマクロ経済学にとって親しみ深いものであるだけでなく,その

成立を促したものとして枢要な概念であるとさえいってよい｡現在ここで扱お

うとするのは新古典派的性格を持った摩擦的失業の概念であるが,興味深いの

はニューケインジアンの非自発的失業モデルに比べ,むしろ摩擦的失業の概念

の方が ミクロ経済学的には扱いにくいという事実である｡ 摩擦的失業は背後に

主体の最適化行動と経済の競争均衡に向かう性質を前提にしているという意味

で,完全競争的な性質を持ってはいるが,具体的なモデルのレベルで基礎的な

ミクロ経済学と演鐸的にうまく接合できるような性質は持っていないll)｡ こ

の章で私が意図するのは失業の完全なモデルの作成ではなく,マクロ経済学で

扱われる失業水準の決定に関わる議論が基本的に窓意的なものにすぎないこと

を示すことで既成の議論の性格を明確化することである｡

ll)摩擦的失業を説明するモデルとして代表的なものはジョブサーチの理論であるが,

これは不完全情報の状態における主体の職探しの行動に焦点を絞ったもので,経済

主体から演緯的に構成される集計的なレベルで均衡失業率などがどのように決定さ

れるかを説明したものではない｡
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4.2 UV分析

前の葦で見たような労働市場での不均衡が生じた後の貨幣賃金と失業率の変

化の様子についての把握こそがまさにフィリップス ･カーブの関係を成立させ

る枢要な部分であるのだが,一般の議論はある特殊な仮定に依存することをこ

れから示したい｡

フィリップス ･カーブの関係を議論するとき,その基礎として導入されるの

は労働市場における失業者と企業の欠員数を関係づけたベヴァリッジカーブ

(UV分析)である｡これは失業者数と欠員数の比率と貨幣賃金の変動を関係

づけた議論である｡

現実の労働市場では,求職活動や雇用が完全情報下で行われるわけでもなけ

れば取引費用がゼロの状態で行われるわけでもない｡これは労働市場が競争的

で,市場が均衡状態にあったとしても失業者と企業の欠員が存在することを意

味する｡かつまた労働市場に超過需要や超過供給が存在する場合には,ショー

トサイ ドの数量ちょうどで労使契約が結ばれるわけでないことを示している｡

つまり失業や欠員の存在を認めるとき,労働市場で実現する雇用契約の数量は

各貨幣賃金におけるショー トサイ ドや均衡取引量の左側に来ることを意味す

る｡ ところでUV分析は,このような失業および欠員の数量やあるいはその

比率と貨幣賃金の変動を結びっけようとする｡

UV分析は,貨幣賃金の変化はワルラス的調整を想定しており,労働力に対

する超過需要が存在するときは上昇し,労働の超過供給が存在するときは減少

すると考えている｡従ってこのような想定と失業者および欠員数を結びっけよ

うとするなら,それらの数量の変動と市場の超過需要の状態が一義的に結びっ

かなければならない｡その状況は以下のように説明できる｡

市場清算的な水準に貨幣賃金があったとき,失業者と欠員数は一致していな

ければならない｡なぜなら均衡価格においては企業と家計の需要と供給の数量

が一致しているのであるから,失業と欠員数が一致していなければ,需要と供

給の一致と言うことに矛盾が生 じるからである12)｡従ってここを支点として

議論を組み立てるならば,比率U/Vが 1であるならば,労働市場は市場清算
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的水準にあるから貨幣賃金の変動は起こらない｡しかしU/Vが 1以上である

とするなら,それは均衡失業者数を越えた失業が労働市場に存在すると言うこ

とだから,それは労働の超過供給状態を意味する｡したがってその場合は賃金

が下落しなければならない｡逆にU/Vが 1以下であるならば,同様の推論か

ら労働に対する超過需要が存在すると言うことであり,賃金は上昇すると言う

ことになる｡ これは次のような関数関係の存在を仮定することに等しい｡

読 g (若 ) た だし

dg(U/V)

d(U/V)
<0, ど(1)-0

W は,貨幣賃金の上昇率である｡ところで上の関係は,直観的に了解 しや

すいものだが,賃金の上昇率と失業者数,欠員数を関係付けたもので失業率と

はまだ結びっいていない｡つまり一般のフィリップス ･カーブの議論では,暗

黙にU/Vと失業率 比の間に,次のような関係を追加的に仮定 しているので

ある｡

u-h(若 ), ただし

U

i7=炉 1(a),

d a

ここから,

dh(U/V)

d(U/V)

dh-1(a)

dll

>0

>0

を言うことができるだろうo っまりU/Vとuの間には正の相関があるわけ

だから,関数hの逆関数h~1も正の勾配を持つことになるわけである｡ これ

を利用すると,先の関数gほ,

W-g (h-1 (a))

と書くことができて,

dLLJ dg dh-i

-7 =dh-1●~云㌃<0
(-) (+)

12)成立した雇用契約数をEとするなら,市場清算的な賃金水準では労使のオファーと

してはS-Dであり,S-Ⅴ+E,D-U+Eで有ることから直ちにこれがいえる｡
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を結論づけることができる｡これは ｢右下がりの｣フィリップス曲線を表して

おり,その関係が関数hの形状に依存することを示している｡ 関数hは,失業

率は失業者数と欠員数の ｢比率｣に依存して正の相関として決定されると言う

ことを表 しており,別の言い方をすれば失業率は労働市場の規模 (UやⅤの絶

対数),あるいは規模の変動には依存しない安定的な関係をUやⅤの絶対数と

の間に持っているということである｡これは強い仮定と言ってよい13)｡摩擦

的失業は,労働市場において企業の欠員と失業者を遭遇させるための ｢技術｣

に依存して変動すると言ってよいだろう｡そのような技術は,企業や家計の労

働市場に関する知識の量,あるいは民間 ･公共の職業紹介所の数や生産性に依

存すると同時に,経済体制や労働市場のこうむる様々な構造変換にも依存する

といえる｡失業者数と欠員数の比率に依存して失業率が決定されると言う仮定

は,失業者数と欠員数の関数として matchingoutputが得られるとするなら

このような技術の生産性がUとLについて規模に関して収穫一定であると仮定

することに等しい14)｡ しかし現実の労働市場ではこのような仮定が成り立た

ないような多くの変動を被る場合が多いと言ってよいだろう｡ 労働需要の変動

に関わる例を考えてみるなら,それは経済発展のステージの変化によって伝統

産業から近代産業-の大規模な労働移動であったり,社会主義から資本主義へ

の体制変換による海外からの直接投資の大幅な増加であったり,それに際して

労働市場-の新規参入の爆発的増大や,従来の雇用の選抜手段の無効化であっ

たりするだろう｡ このように極端な場合でなくとも労働市場は常にこの種の変

化を被っていると言ってよい｡このような変動は先のhのような関数関係を,

一般に仮定されているほど安定的に許さないはずである15)｡たとえば関数h

が,各主体が平均的に利用可能な matchingtechnologyの水準をパラメ-

13)Pissarides[1990]は,この関数hによって特定化されるような関係を,形は違

うが mathingfunctionと言 う巧みな名称の関数で表現 し,均衡失業理論の展開

の要としている｡

14)前述のPissarides[1990]はまさにその仮定をおいている｡

15)ここで行っているのはいわゆる ｢ベヴァリッジ･カーブの移動｣の問題に関する議

論ではない｡
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クーaとして持ち,またaとhはマイナスの相関を持っとする｡するとたとえ

ば先の貨幣錯覚の例で考えたような労働需要の移動が起こり,それが大規模で

あった場合,aは低下せざるを得ないだろう｡ このような場合,労働市場では

超過需要によって賃金の上昇が見られると同時に失業率の増加が観察される可

能性を否定できないのである｡

5.結 語

以上私は本稿でフィリップス ･カーブに関わる議論に含まれる一仮定と理論的

推論の部分を平明で明確な形で分離しょうとつとめてきた｡このような分析は

摩擦的失業に関わる分析で我々が何に注目すべきかを明瞭に見て取るために有

益であると考える｡私はこれをいくつかの実証分析に着手するための導入にし

たいと思う｡
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